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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

第61期

会計期間

自平成21年
12月１日
至平成22年
５月31日

自平成22年
12月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成21年
12月１日
至平成22年
11月30日

売上高（千円） 16,125,46610,701,5948,115,1856,051,36426,449,540

経常利益（千円） 1,639,686650,128 140,164 188,480 803,134

四半期（当期）純利益（千円） 948,866 381,182 72,742 107,308 421,606

純資産額（千円） － － 24,981,87024,608,35324,455,632

総資産額（千円） － － 59,671,27762,749,04162,682,616

１株当たり純資産額（円） － － 54,684.0753,866.4653,532.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
2,324.59 834.39 173.09 234.89 974.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 41.9 39.2 39.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
5,592,447760,196 － － △1,625,695

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
32,199△202,752 － － △178,765

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,109,963△840,941 － － 735,439

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 10,404,9936,537,7916,821,288

従業員数（人） － － 200 215 206

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第61期第２四半期連結会計期間、第61期第２四半期連結累計期間、第61期及び第62期第２四半期連結累計期

間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。また、第62期第２四半期連結会計期間における潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 215 (182)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 121  

　（注）　従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、不動産流動化事業、不動産開発事業、不動産賃貸事業、不動産ファンド事業、不動産管理事業、オル

タナティブインベストメント事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載

はしておりません。

　

(2）受注実績

　当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

 

(3）販売実績

　当社グループの販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

金額（千円）
前年同四半期比
（％）

金額（千円）
前年同期比
（％）

不動産流動化事業 3,552,252 － 6,489,456 －

不動産開発事業 304,022 － 388,222 －

不動産賃貸事業 658,136 － 1,223,825 －

不動産ファンド事業 662,352 － 955,756 －

不動産管理事業 827,993 － 1,554,762 －

オルタナティブインベストメント事業 46,606 － 89,571 －

合計 6,051,364 － 10,701,594 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間（平成23年３月１日～平成23年５月31日）におけるわが国の経済は、海外経済の回復

や、新成長戦略の政策効果などを背景に持ち直しの動きを見せておりましたが、平成23年３月11日に発生した東日

本大震災の影響により、企業の生産活動や個人消費などの経済活動は落ち込み、厳しい状態が続いております。ま

た、福島第一原子力発電所における原発事故の影響により、電力供給の制限や原油価格の高騰などさらなる景気下

振れの可能性が懸念されています。

　当社グループが属する不動産業界でも、東日本大震災の影響で不動産売買市場の取引停滞や建築資材の不足によ

る工事遅延、引渡し延期等が懸念されておりますが、住宅関連不動産については底堅い需要に支えられ、徐々に需給

関係は回復基調となっております。ただし、オフィスビルについては依然流動性が低く、先行きについても不透明な

状態が続くと見られております。

　不動産売買市場では、平成22年度（平成22年４月～平成23年３月）の上場企業等による不動産取引件数が、前年同

期比32％増の689件、取引額は同25％増の２兆1,019億円と、増加傾向にあります。これは、大手不動産会社による再

開発に加え、J－REITの資金調達環境の改善や再編が進んだことにより、新規物件取得が増加したことなどが一つの

要因と見られております（民間調査機関調べ）。

　首都圏新築分譲マンション市場は、東日本大震災を受けた業者の営業自粛に影響され、平成23年４月の販売戸数は

３ヶ月ぶりに前年同月を下回り、27.3％減の2,336戸となりました。契約率については依然として好不調の目安とさ

れる70％を上回っての推移を続けております（民間調査機関調べ）。首都圏中古マンション市場においては、平成

23年２月までは成約件数が前年比を３ヶ月連続で上回って推移しておりましたが、東日本大震災を受けて同年３月

には前年同月比19％減の2,495件と大幅減少いたしました。直近の４月には減少幅は縮小したものの、前年同月比

14.4％減の2,258件とまだ回復には至っておりません（民間調査機関調べ）。また、平成23年４月の一戸あたり価格

（70㎡換算価格）は前月比0.2％減の3,000万円となりました。平成22年秋以降、3,000万円前後で横ばいに推移して

おります（民間調査機関調べ）。

　不動産証券化市場では、平成22年12月末時点の私募ファンド運用資産額が、微減の15.7兆円となりました。物件の

売却が進んだことや保有不動産の評価額が減少した影響等により資産を減少させる会社が多かったことが主要因

と見られております。一方、J－REITは前回調査時点の平成22年６月末比横ばいの7.8兆円、グローバルファンド

（注）は0.7兆円増の1.8兆円となったことにより、合計は0.2兆円増の25.3兆円となりました。なお、平成23年４月

末時点のJ－REITの時価総額は3.6兆円と、平成23年以降３兆円後半で推移しております（民間調査機関調べ）。東

証REIT指数については平成23年以降調整局面を迎えておりましたが、日銀による追加金融緩和策の一環で、REIT買

入資金枠が500億円から1,000億円へ拡大したことが発表されたこともあり、持ち直しの動きを見せております（民

間調査機関調べ）。

　東京ビジネス５区のオフィスビル賃貸市場では、平成23年４月末時点の平均募集賃料は前年同月比4.05％下げ、

17,419円／坪、同時点の空室率は8.92％と４ヶ月ぶりに８％台まで戻しましたが、これは東日本大震災の影響で中

断されていた契約や入居が４月にずれこんだことが要因であり、改善は一時的なものと考えられております。今夏、

東京新宿などで大型オフィスビルが稼動し、供給が需要を上回る状況が続く見通しとなっております（民間調査機

関調べ）。

　不動産管理市場では、ビルオーナーや管理組合等における経費削減傾向が強まったことによる価格の下落や、修繕

工事受注の延期が多発したことが要因となり、ビル管理市場規模が減少傾向にあります（民間調査機関調べ）。

　このような事業環境の中、当社グループは不動産流動化事業においてオフィスビル、賃貸マンションを売却すると

ともに、Restyling案件のマンション分譲等を進めました。不動産ファンド事業においては、Restylingのビジネスス

キームを活用した新ファンドを組成しフィー収入を獲得するなど、トーセイグループの総合力を生かした事業展開

を実践してまいりました。一方、新築オフィスビルのリーシング遅延による想定賃料の低下を反映し、一部棚卸資産

の簿価切り下げ（評価損計上）を行いました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高6,051百万円（前年同四半期比25.4％減）、営業利益は

386百万円（前年同四半期比11.1％増）、経常利益は188百万円（前年同四半期比34.5％増）、四半期純利益は107百

万円（前年同四半期比47.5％増）となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間における売上高は10,701百万円（前年同四半期比33.6％減）、営業利益は1,110

百万円（前年同四半期比45.3％減）、経常利益は650百万円（前年同四半期比60.4％減）、四半期純利益は381百万

円（前年同四半期比59.8％減）となりました。

　

　（注）　外資系運用会社による日本以外の国も主要投資対象とした私募ファンド
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（不動産流動化事業）

　当第２四半期連結会計期間は、Restyling事業において「ヒルトップ横濱根岸」（神奈川県横浜市）、「エコロ

ジー落合レジデンスⅠ・Ⅱ」（東京都新宿区）、「ルネ鎌倉植木」（神奈川県鎌倉市）等56戸の販売を行ったこと

に加え、「上野公園トーセイビル」（東京都台東区）等３棟のバリューアップ物件の販売を行いました。以上の結

果、不動産流動化事業の売上高は3,552百万円、セグメント利益は473百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は6,489百万円、セグメント利益は1,094百万円となりました。

　

（不動産開発事業）

　当第２四半期連結会計期間は、「パームスコート三鷹アダージョ」（東京都三鷹市）において、戸建住宅を５戸販

売いたしました。以上の結果、不動産開発事業の売上高は304百万円となりました。また、オフィス賃料の下落に伴

い、一部の物件で「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用を行い、600百万円の簿価切下げを実施し、売上原価

に計上したことにより、セグメント損失は550百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は388百万円、セグメント損失は596百万円となりました。

　

（不動産賃貸事業）

　当第２四半期連結会計期間は、長引く不況の影響により、空室率が高く推移するなか、稼働率の維持に努めました。

以上の結果、不動産賃貸事業の売上高は658百万円、セグメント利益は350百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は1,223百万円、セグメント利益は630百万円となりました。

　

（不動産ファンド事業）

　当第２四半期連結会計期間は、アセットマネジメントフィーが安定的に計上されたことに加え、大型案件の売買に

係る仲介手数料収入を計上いたしました。以上の結果、不動産ファンド事業の売上高は662百万円、セグメント利益

は412百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は955百万円、セグメント利益は534百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間末のアセットマネジメント受託資産残高（注）は、243,282百万円であります。

　（注）　アセットマネジメント受託資産残高には、一部コンサルティング契約等に基づく残高を含んでおります。

　

（不動産管理事業）

　当第２四半期連結会計期間は、ビル・駐車場・学校等の管理棟数は、前年同期に比べ２棟減少し303棟（平成23年

４月30日現在）、分譲、賃貸マンションの管理棟数は、前年同期に比べ17棟増加し195棟（平成23年４月30日現在）

となり、合計管理棟数は、498棟（前年同期比15棟増）となりました。

　以上の結果、不動産管理事業の売上高は827百万円、セグメント利益は17百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は1,554百万円、セグメント利益は41百万円となりました。

　

（オルタナティブインベストメント事業）

　当第２四半期連結会計期間は、保有債権の回収および代物弁済にて取得した不動産のリーシング活動等に注力い

たしました。その結果、保有債権の売却益及び金利収入ならびに代物弁済にて取得した不動産の賃料収入等を計上

しました。以上の結果、オルタナティブインベストメント事業の売上高は46百万円となりました。また、オフィス賃

料の下落に伴い、一部の物件で「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用を行い、39百万円の簿価切下げを実施

し、売上原価に計上したことにより、セグメント損失は22百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は89百万円、セグメント損失は10百万円となりました。

　

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ66百万円増加し、62,749百万円となりました。

これは主に不動産流動化事業及び不動産開発事業における物件売買に伴う棚卸資産の増減によるものであります。

　負債は86百万円減少し、38,140百万円となりました。これは主に物件売買に伴う金融機関からの借入金の増減によ

るものであります。

　また純資産は152百万円増加し、24,608百万円となりました。これは主に利益剰余金の積み上げと配当金の支払に

よるものであります。

　この結果、自己資本比率は、39.2％となりました。
　

EDINET提出書類

トーセイ株式会社(E04021)

四半期報告書

 6/32



(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前四半期純

利益188百万円を計上したこと等により、第１四半期連結会計期間末に比べ934百万円増加し、6,537百万円となりま

した。

　前連結会計年度末と比べると283百万円の減少となっております。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、3,078百万円の収入（前年同四半期比4.8％

減）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益188百万円、不動産流動化事業及び不動産開発事業の物

件売買によるたな卸資産の減少2,206百万円によるものであります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、760百万円の収入（前年同四半期比

86.4％減）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、157百万円の支出（前年同四半期は32百万円

の収入）となりました。主な要因は、投資有価証券の取得による支出153百万円によるものであります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、202百万円の支出（前年同四半期は32

百万円の収入）となっております。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、1,985百万円の支出（前年同四半期比

575.3％増）となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出3,398百万円を長期借入れによる収入1,441百

万円が下回ったこと等によるものであります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、840百万円の支出（前年同四半期比

73.0％減）となっております。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、及び基本方針実現のための取組

み、並びに具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由は、以下のとおりであります。

　

一　基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこ

とを可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量

買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要

とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社グループの能力の最大化につながる「不動産と金融の融合」を可能とする６つの事業領域を自社で

カバーする体制、並びにそれを支える不動産と金融の専門的な知識・経験をもった従業員、多彩な価値創造技術

を支える能力や情報ネットワークの構築に基づき時間をかけて醸成してきた不動産業界における信用及び総合

的事業を可能とするノウハウへの理解が必要不可欠です。当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業

の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、

向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置

を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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二　基本方針実現のための取組み

(イ)基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社グループでは、現在の激動の環境を乗り切り、更なる発展を目指し、新中期経営計画『Charge up　2011』

（2008年12月～2011年11月の３ヶ年計画）を策定し、2009年11月期より取組みを開始致しました。当新中計で

は、世界経済や国内経済は当面停滞するという予測の下、この低迷期を体力強化、体質強化の好機ととらえ、来

るべき好況期に向けて『企業経営』『人財』『事業・内部管理のインフラ』の三つの観点から、現状点検、改

革、強化を行っていきます。

　当社グループでは、これまでにも、社外取締役の選任、監査役全員（４名）の社外招聘、執行役員制の導入によ

る業務執行機能強化、コーポレート・ガバナンス会議の設置などに取り組んでまいりましたが、上述の新中計

においてもコーポレート・ガバナンスの一層の強化に取り組んでまいります。具体的には、当社のコンプライ

アンス規範に則り、模範的行動レベルから理想的行動レベルへ高次なコンプライアンス意識に基づく行動を実

践すること、企業活動に伴うリスクを的確に把握・分析し、リスク・マネジメントを徹底すること、フェアディ

スクローズの精神に基づき、正確な会社情報を迅速に公表し、投資家を含むあらゆるステークホルダーへの説

明責任を継続して果たすことなどに注力してまいります。

　

(ロ)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　当社は、平成20年１月11日開催の当社取締役会の決議及び平成20年２月26日開催の第58回定時株主総会の決

議により、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「旧プラン」といいます。）に

ついて導入し、平成21年２月25日開催の第59回定時株主総会において、旧プランの更新（更新された後の「当

社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を「本プラン」といいます。）につき承認を得ており

ます。

(ⅰ)本プランの目的

　本プランは、当社株式の大量取得が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要・十分な情

報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じて、当社の企業価値・株主共

同の利益に反する買収を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として

おります。

(ⅱ)対象となる買付等

　本プランは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他

の取得、又は②当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為もしくはこれに類似する行為又

はこれらの提案（当社取締役会が別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」といい、買付等を行おう

とする者を「買付者等」といいます。）がなされる場合を対象とします。

(ⅲ)買付者等に対する情報提供の要求

　当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、以下の各号に定める情報及

び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。

①　買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び（ファンドの場合は）各組合員その他の構成

員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容、法令遵守状況、当該買付者等による買付等と

同種の過去の取引の詳細、その結果対象会社の企業価値に与えた影響等を含みます。）

②　買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付等

の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性等を含みます。）

③　買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報及び買付等に

係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容（そのうち少数株主に対して分配され

るシナジーの内容を含みます。）及びその算定根拠等を含みます。）

④　買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、

関連する取引の内容を含みます。）

⑤　買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政策及び資産運用方針

⑥　買付等の後における当社の株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者に対する対応方針

⑦　当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策

⑧　その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報
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(ⅳ)独立委員会による検討等

　独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会が追加的に提出を求めた情報が提出された場合、当

社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として60日を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付等の

内容に対する意見及びその根拠資料等の提出を求めます。

　独立委員会は、買付者等及び当社取締役会からの情報を受領してから原則として最長60日が経過するまで

の間（但し、一定の場合には、独立委員会は当該期間を延長することができるものとします。）、買付内容の

検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との協議・交渉等を行います。また、独立委員会は、独

立委員会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

　独立委員会は、買付者等による買付等が（ⅵ）記載の要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを

実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施す

べき旨の勧告を行います。

(ⅴ)取締役会の決議等

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施又は不実施等の決

議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締

役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

(ⅵ)新株予約権無償割当ての要件

　当社は、買付者等による買付等が以下のいずれかに該当し新株予約権の無償割当てを実施することが相当

と認められる場合、当社取締役会の決議により、新株予約権の無償割当てを実施することを予定しておりま

す。なお、以下の要件に該当し新株予約権の無償割当てを実施することが相当か否かについては、必ず独立委

員会の勧告を経て決定されることになります。

①　本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合（当社株主に対して、本必要情報その他買付等の

内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供しない買付等である場合を含みます。）

②　下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすお

それのある買付等である場合

・株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為

・当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買付者等の

利益を実現する経営を行うような行為

・当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

・当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利

益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売

り抜ける行為

③　真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、専ら当社の株価を上昇させて当社株式を高値で会

社関係者等に引き取らせる目的による買付等である場合

④　強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定

し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を

事実上強要するおそれのある買付等である場合

⑤　当社取締役会に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えない買付等で

ある場合

⑥　買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性、買付等

の後の経営方針又は事業計画、買付等の後における当社の他の株主、従業員、顧客、取引先その他の当社

に係る利害関係者に対する方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み著しく不十分又は不適当な

買付等である場合

⑦　当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、顧客、取引先等との関係や当社のブランド力

又は企業文化を損なうこと等により、当社の企業価値又は株主共同の利益に反する重大なおそれをもた

らす買付等である場合

⑧　買付者等の経営者又は主要株主に反社会的勢力と関係を有する者が含まれている場合等、公序良俗の観

点から買付者等が当社の支配権を取得することが著しく不適切である場合

(ⅶ)新株予約権の概要

　本プランにおいて無償割当てを行う新株予約権は、１円を下限として当社株式１株の時価の２分の１の金

額を上限とする金額の範囲内において、当社取締役会が決定した金額を払い込むことにより行使し、原則と

して当社株式１株を取得することができ、また、買付者等を含む非適格者等による権利行使が認められない

という行使条件、及び当社が非適格者等以外の者から原則として当社株式１株と引換えに新株予約権１個を

取得することができる旨の取得条項が付されております。
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(ⅷ)本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、第59回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとなっております。但し、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により

本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

(ⅸ)株主に対する影響

　本プランが導入されていても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な

影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主

の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります（但し、当社

が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません）。

　

三　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社の中期経営計画及びコーポレート・ガバナンス強化等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継

続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うもの

です。

　また、本プランは、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための枠組みであり、基本方針に沿うもので

す。特に、本プランは、買収防衛策に関する指針（経済産業省等）の定める三原則を充足していること、その更新

について株主総会の承認を得ており、また、有効期間が最長約３年間と定められた上、取締役会によりいつでも廃

止できるとされていること、独立性の高い社外取締役等によって構成される独立委員会が設置され、本プランの

発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、発動の内容として合理的な客観的要

件が設定されていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家を利用することができるとされていること、

取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお発動を阻止できない買収防衛策（デッドハンド型）ではなく、ま

た取締役の期差選任制により取締役会の構成員の過半数を交替させるのに時間を要する買収防衛策（スローハ

ンド型）ではないことなどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に

資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社は、以下の設備を固定資産より流動資産へ振り替えております。

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物

土地
（面積㎡）

その他 合計

賃貸用不動産

（東京都豊島区

１棟）

不動産賃貸事

業
オフィスビル 30,809

204,772

(285.95)
－ 235,581 －

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,500,000

計 1,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 456,840 456,840
東京証券取引所

市場第二部

当社は単元株

制度は採用し

ておりません。

計 456,840 456,840 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年３月１日～

平成23年５月31日
－ 456,840 － 5,454,673 － 5,538,149
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（６）【大株主の状況】

  平成23年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

山口　誠一郎 東京都渋谷区 138,855 30.39

㈲ゼウスキャピタル 東京都渋谷区上原２丁目22－26－103 60,000 13.13

日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 32,293 7.06

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラストカンパニー　505104

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

21,912 4.79

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 11,541 2.52

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　

エヌエイ　ロンドン　エス　エル　オム

ニバス　アカウント

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16－13）

10,297 2.25

野村信託銀行㈱（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 9,270 2.02

バンク　オブ　ニユーヨーク　ジー

シーエム　クライアント　アカウント

　ジエイピーアールデイ　アイエス

ジー　エフイー－エイシー

（常任代理人　㈱三菱東京UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１決済事

業部）

8,631 1.88

ノーザントラスト　カンパニー（エ

イブイエフシー）サブアカウント　

ブリテイツシユクライアント

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

6,023 1.31

梅田　倫弘 東京都府中市 4,900 1.07

計 ― 303,722 66.48

　（注）インベスコ投信投資顧問株式会社から平成23年１月11日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成22年12月

31日現在で23,203株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として、当第２四半期連結会計期間末時

点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者 インベスコ投信投資顧問株式会社

住所 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号城山トラストタワー25階

保有株券等の数 23,203

株券等保有割合 5.08％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　456,840 456,840

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 456,840 － －

総株主の議決権 － 456,840 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成23年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
12月

平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 39,45043,00042,15039,85029,10027,790

最低（円） 32,10035,35036,05023,66023,71024,630

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役

専務執行役員事

業部門統括

アセットソ

リューション事

業１部、２部、３

部、建築企画部担

当

取締役

専務執行役員事

業部門統括

アセットソ

リューション事

業１部、２部担当

小菅　勝仁 平成23年３月１日

取締役

専務執行役員管

理部門統括

総務人事部、経営

企画部担当

取締役
専務執行役員管

理部門統括
平野　昇 平成23年３月１日
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年12月１日から

平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新創監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,843,928 7,127,425

受取手形及び売掛金 393,986 415,791

有価証券 10,000 10,000

販売用不動産 ※2
 32,213,623

※2
 27,197,076

仕掛販売用不動産 ※2
 5,387,649

※2
 10,279,685

買取債権 82,423 86,467

その他 802,090 959,552

貸倒引当金 △8,505 △16,434

流動資産合計 45,725,195 46,059,565

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,321,610 5,140,797

減価償却累計額 △883,764 △827,060

建物及び構築物（純額） 4,437,846 4,313,737

土地 10,175,285 10,051,371

その他 116,749 117,628

減価償却累計額 △85,720 △83,869

その他（純額） 31,028 33,759

有形固定資産合計 14,644,160 14,398,868

無形固定資産

その他 79,443 64,609

無形固定資産合計 79,443 64,609

投資その他の資産 ※1
 2,300,241

※1
 2,159,573

固定資産合計 17,023,846 16,623,050

資産合計 62,749,041 62,682,616
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 324,982 368,162

1年内返済予定の長期借入金 10,155,822 10,823,561

未払法人税等 45,571 39,092

賞与引当金 161,043 110,113

その他 1,563,090 1,133,254

流動負債合計 12,250,510 12,474,183

固定負債

長期借入金 23,493,265 23,438,898

退職給付引当金 121,889 108,927

役員退職慰労引当金 299,462 301,253

負ののれん 745 1,490

その他 1,974,814 1,902,230

固定負債合計 25,890,177 25,752,800

負債合計 38,140,688 38,226,983

純資産の部

株主資本

資本金 5,454,673 5,454,673

資本剰余金 5,538,149 5,538,149

利益剰余金 13,614,797 13,462,034

株主資本合計 24,607,620 24,454,857

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 733 774

評価・換算差額等合計 733 774

純資産合計 24,608,353 24,455,632

負債純資産合計 62,749,041 62,682,616
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 16,125,466 10,701,594

売上原価 12,803,168 8,065,179

売上総利益 3,322,298 2,636,414

販売費及び一般管理費 ※
 1,294,024

※
 1,526,196

営業利益 2,028,274 1,110,218

営業外収益

受取利息 5,237 1,927

受取配当金 1,294 1,272

負ののれん償却額 1,359 745

その他 8,573 13,430

営業外収益合計 16,464 17,376

営業外費用

支払利息 391,279 476,506

株式交付費 9,656 －

その他 4,116 959

営業外費用合計 405,052 477,466

経常利益 1,639,686 650,128

特別利益

投資有価証券売却益 1,184 －

特別利益合計 1,184 －

特別損失

固定資産除却損 4,688 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,932

特別損失合計 4,688 19,932

税金等調整前四半期純利益 1,636,182 630,195

法人税、住民税及び事業税 9,124 26,496

法人税等調整額 678,192 222,516

法人税等合計 687,316 249,012

少数株主損益調整前四半期純利益 － 381,182

四半期純利益 948,866 381,182
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 8,115,185 6,051,364

売上原価 7,085,155 4,880,564

売上総利益 1,030,029 1,170,800

販売費及び一般管理費 ※
 682,079

※
 784,309

営業利益 347,950 386,490

営業外収益

受取利息 1,979 629

受取配当金 648 644

負ののれん償却額 679 372

その他 3,701 9,168

営業外収益合計 7,008 10,814

営業外費用

支払利息 202,805 208,765

株式交付費 9,656 －

その他 2,331 58

営業外費用合計 214,794 208,824

経常利益 140,164 188,480

特別損失

固定資産除却損 4,688 －

特別損失合計 4,688 －

税金等調整前四半期純利益 135,476 188,480

法人税、住民税及び事業税 7,018 18,475

法人税等調整額 55,715 62,696

法人税等合計 62,733 81,171

少数株主損益調整前四半期純利益 － 107,308

四半期純利益 72,742 107,308
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,636,182 630,195

減価償却費 178,316 172,180

引当金の増減額（△は減少） 85,043 124,989

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,932

受取利息及び受取配当金 △6,531 △3,199

支払利息 391,279 476,506

有形固定資産除却損 4,688 －

売上債権の増減額（△は増加） △33,952 △49,216

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,122,429 △485,777

仕入債務の増減額（△は減少） △452,154 △43,179

未払消費税等の増減額（△は減少） 62,800 63,264

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △243,332 48,583

その他 273,922 307,384

小計 6,018,689 1,261,663

利息及び配当金の受取額 7,430 2,546

利息の支払額 △391,491 △490,699

法人税等の支払額 △42,181 △13,313

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,592,447 760,196

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △20,000 －

有形固定資産の取得による支出 △8,388 △34,835

無形固定資産の取得による支出 － △31,570

投資有価証券の取得による支出 － △153,350

投資有価証券の売却による収入 3,050 －

その他 57,537 17,003

投資活動によるキャッシュ・フロー 32,199 △202,752

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,485,500 －

長期借入れによる収入 4,222,000 5,395,000

長期借入金の返済による支出 △10,586,190 △6,008,372

株式の発行による収入 1,967,418 －

配当金の支払額 △197,907 △226,785

その他 △783 △783

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,109,963 △840,941

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,514,682 △283,497

現金及び現金同等物の期首残高 7,890,310 6,821,288

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,404,993

※
 6,537,791
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 (1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ134千円減少しており、過年度分の影響額19,932千円を一括して特別損失

に計上していることにより、税金等調整前四半期純利益は20,067千円減少

しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額

は24,581千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日　至　平成23年５月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。繰延税金資産の回収可能性

の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

 

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

保有目的の変更 (1）固定資産

　 　従来、固定資産として保有していた賃貸物件（建物及び構築物：30,809千

円、土地：204,772千円）を事業方針の変更に伴い販売用不動産へ振り替え

ております。

　 (2）販売用不動産

　 　従来、販売用不動産として保有していた賃貸物件（建物及び構築物：

178,291千円、土地：328,687千円）を事業方針の変更に伴い固定資産へ振

り替えております。

　

EDINET提出書類

トーセイ株式会社(E04021)

四半期報告書

22/32



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成22年11月30日）

※１　資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の金

額

※１　資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の金

額

投資その他の資産 132,724千円 投資その他の資産 61,908千円

※２　担保資産

　担保に供されている資産について、事業の運営におい

て重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められるものの金額は次のとおり

であります。

※２　担保資産

販売用不動産 26,694,323千円

仕掛販売用不動産 10,062,575千円

販売用不動産 32,213,623千円

仕掛販売用不動産 5,226,388千円

 

３　偶発債務

　下記の当社販売物件購入者について、㈱アルカからの

借入に対して債務保証を行っております。

３　偶発債務

　下記の当社販売物件購入者について、㈱アルカからの

借入に対して債務保証を行っております。

個人　３名 4,497千円 個人　４名 9,190千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 534,934千円

賞与引当金繰入額 110,208千円

退職給付費用 37,981千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,188千円

貸倒引当金繰入額 30,434千円

給与手当 595,231千円

賞与引当金繰入額 155,044千円

退職給付費用 23,977千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,713千円

貸倒引当金繰入額 80,974千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 276,175千円

賞与引当金繰入額 41,950千円

退職給付費用 18,385千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,162千円

貸倒引当金繰入額 26,221千円

給与手当 296,404千円

賞与引当金繰入額 79,934千円

退職給付費用 14,374千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,399千円

貸倒引当金繰入額 73,530千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年５月31日現在）

現金及び預金勘定 10,424,993千円

預入れ期間が３ヶ月を超える

定期預金
△20,000千円

現金及び現金同等物 10,404,993千円

　

現金及び預金勘定 6,843,928千円

預入れ期間が３ヶ月を超える

定期預金
△306,136千円

現金及び現金同等物 6,537,791千円

　

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年12月１日　至　

平成23年５月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　456,840株

 

２　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月23日

定時株主総会
普通株式 228,420 500平成22年11月30日平成23年2月24日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　
不動産流
動化事業
（千円）

不動産開
発事業
（千円）

不動産賃
貸事業
（千円）

不動産ファ
ンド事業
（千円）

不動産管
理事業
（千円）

オルタナ
ティブイン
ベストメン
ト事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　
　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
4,602,4461,835,154697,600　 337,009600,87642,0978,115,185 － 8,115,185　

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 11,10115,44272,334 － 98,878(98,878) － 　

計 4,602,4461,835,154708,701352,452673,21042,0978,214,063(98,878)8,115,185　

営業利益又は営業

損失（△）
165,031△115,368365,182174,29528,588 7,075624,804(276,854)347,950　

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日）

　
不動産流
動化事業
（千円）

不動産開
発事業
（千円）

不動産賃
貸事業
（千円）

不動産ファ
ンド事業
（千円）

不動産管
理事業
（千円）

オルタナ
ティブイン
ベストメン
ト事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
4,936,9367,884,1201,368,795642,1661,207,74385,70416,125,466－ 16,125,466　

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 22,50233,945151,106 － 207,554(207,554)－ 　

計 4,936,9367,884,1201,391,298676,1121,358,84985,70416,333,021(207,554)16,125,466　

営業利益 252,3371,158,916734,765324,57656,18722,6022,549,386(521,111)2,028,274　

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
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２．各区分の主要な事業の内容

事業区分 主な事業の内容 　

不動産流動化事業

資産の劣化したオフィスビルや商業施設、賃貸マンション等を取得し、エ
リアの特性やテナントのニーズを取り込んだバリューアッププランを検
討し、最適と判断したバリューアップを施した「再生不動産」を投資家
・不動産ファンド・自己利用目的のエンドユーザー等に販売。また、
「Restyling事業」として一棟の収益マンションを取得し、共用部分、専
有部分等をバリューアップの上、分譲物件としてエンドユーザーに販売
（入居中部分は継続して賃貸物件として保有し運用。）。

　

不動産開発事業
東京都区部を中心に、土地のエリア・地型・用途・ニーズ・賃料・販売
価格等を検証し、その土地の価値最大化につながる開発・新築を行い、投
資家・不動産ファンド・自己利用目的のエンドユーザー等に販売。

　

不動産賃貸事業

東京都区部を中心に、当社グループが保有するオフィス・住居・店舗・
駐車場等をエンドユーザーに賃貸。テナントのニーズを収集することに
より、不動産流動化事業の「バリューアッププラン」の充実や不動産
ファンド事業のアセットマネジメント能力の向上へも結びつけている。

　

不動産ファンド事業

金融商品取引法に規定される第二種金融商品取引業、投資助言・代理業
および運用業に基づく事業。多様な投資家ニーズに合致した信託受益権
物件の売買、売買の媒介等の他、不動産購入・保有・処分に関する助言な
らびに不動産ファンドのアセットマネジメント業務や一任運用業務を行
う。

　

不動産管理事業

マンション・ビル等建物・施設の事務管理、施設管理、清掃、保安警備お
よびマンション・ビル専有部分の建物・設備改修工事、オフィス内の改
装工事の請負業務など、多様な不動産ニーズに対応した総合的なプロパ
ティマネジメントを提供。

　

オルタナティブインベストメント事業

不動産担保付債権を取得し、債権回収や代物弁済による担保物件の取得
を行うほか、不動産保有会社や不動産関連ビジネスを行う事業会社等を
Ｍ＆Ａにより取得。取得した不動産はグループのノウハウを活用したバ
リューアップを実施し、売却。

　

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社

グループは、本社で事業別について国内の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがっ

て、当社グループは、本社で定めた事業別のセグメントから構成されており、「不動産流動化事業」、「不動

産開発事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産ファンド事業」、「不動産管理事業」及び「オルタナティブイ

ンベストメント事業」の６つを報告セグメントとしております。「不動産流動化事業」は、資産価値の劣化

した不動産を再生し、販売を行っております。「不動産開発事業」は、個人顧客向けのマンション・戸建住宅

の分譲及び投資家向けの賃貸マンション・オフィスビル等の販売を行っております。「不動産賃貸事業」

は、オフィスビルやマンション等の賃貸を行っております。「不動産ファンド事業」は、不動産ファンドのア

セットマネジメント業務等を行っております。「不動産管理事業」は、総合的なプロパティマネジメント業

務を行っております。「オルタナティブインベストメント事業」は、不動産担保付債権を取得し、債権回収や

代物弁済により取得した物件の販売等を行っております。
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２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年５月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

不動産流動
化事業

不動産開発
事業

不動産賃貸
事業

不動産ファ
ンド事業

不動産管理
事業

オルタナ
ティブイン
ベストメン
ト事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
外部顧客への

売上高
6,489,456388,2221,223,825955,7561,554,76289,57110,701,594－ 10,701,594

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 24,22110,925199,788 － 234,936△234,936 －

計 6,489,456388,2221,248,047966,6811,754,55189,57110,936,531△234,93610,701,594

セグメント利益

又は損失（△）
1,094,513△596,267630,390534,00041,593△10,7501,693,480△583,2611,110,218

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△583,261千円には、セグメント間取引消去△5,745千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△577,516千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない親会社の販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

不動産流動
化事業

不動産開発
事業

不動産賃貸
事業

不動産ファ
ンド事業

不動産管理
事業

オルタナ
ティブイン
ベストメン
ト事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
外部顧客への

売上高
3,552,252304,022658,136662,352827,99346,6066,051,364 － 6,051,364

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 12,154 4,763 91,403 － 108,320△108,320 －

計 3,552,252304,022670,290667,115919,39746,6066,159,685△108,3206,051,364

セグメント利益

又は損失（△）
473,311△550,447350,286412,03617,781△22,537680,431△293,940386,490

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△293,940千円には、セグメント間取引消去△1,440千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△292,500千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない親会社の販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成22年11月30日）

１株当たり純資産額 53,866円46銭 １株当たり純資産額 53,532円16銭

 

２　１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2,324円59銭１株当たり四半期純利益金額 834円39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 948,866 381,182

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 948,866 381,182

期中平均株式数（株） 408,186 456,840

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前連結会計年度末から重要な変動があ

る場合の概要

― ―

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 173円09銭１株当たり四半期純利益金額 234円89銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 72,742 107,308

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 72,742 107,308

期中平均株式数（株） 420,263 456,840

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前連結会計年度末から重要な変動があ

る場合の概要

― ―

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年６月30日

トーセイ株式会社

取締役会　御中
 

新創監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柳澤　義一　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 相川　高志　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトーセイ株式会社の

平成21年12月１日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年

５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーセイ株式会社及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年７月１日

トーセイ株式会社

取締役会　御中
 

新創監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柳澤　義一　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 相川　高志　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトーセイ株式会社の

平成22年12月１日から平成23年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年

５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーセイ株式会社及び連結子会社の平成23年５月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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